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道内景気は、緩やかに持ち直している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額

が前年を上回るなど、緩やかに持ち直している。住宅投資は、基調としては前年を上回って

いる。設備投資は、持ち直している。公共投資は、前年を上回っている。観光は、新幹線開

業等により来道客数が増加している。輸出は、アジアや北米向けなどが減少した。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は、低水準が続いている。消費者

物価は、前年を下回っている。

現状判断DI（北海道） 
先行き判断DI（北海道） 

現状判断DI（全国） 
先行き判断DI（全国） 
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、８月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を０．２ポイ

ント下回る４８．３となり、２か月ぶりに低下し

た。また、横ばいを示す５０を１２か月連続で下

回った。

一方、景気の先行き判断DI（北海道）

は、前月を１．２ポイント下回る４６．６となっ

た。また、横ばいを示す５０を３か月連続で下

回った。

７月の鉱工業生産指数は９５．３（前月比

▲０．１％）と２か月ぶりに低下。前年比（原

指数）では▲１．９％と１３か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、電気機械工業、

食料品工業など６業種が上昇したが、パル

プ・紙・紙加工品工業、窯業・土石製品工

業、輸送機械工業など１０業種が低下した。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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４．乗用車新車登録台数～３か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

７月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．４％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋１．９％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

で前年を上回った。スーパー（同＋２．６％）

は、衣料品、その他の品目が前年を下回った

が、身の回り品、飲食料品が前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋０．０％）

は、３４か月連続で前年を上回った。

７月の乗用車新車登録台数は、１６，３１８台

（前年比▲２．４％）と３か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋２．４％）、

軽乗用車（同＋３．０％）は増加したが、小型

車（同▲９．０％）が減少した。

４～７月累計では、５８，９２０台（前年比

▲０．１％）と前年を下回っている。普通車

（同＋１４．０％）は前年を上回っているが、小

型車（同▲５．３％）、軽乗用車（同▲７．５％）

が前年を下回っている。

７月の札幌ドームへの来場者数は３７５千人

（前年比＋１０．７％）と２か月連続で前年を上

回った。内訳は、プロ野球が３１２千人（同

＋２８．４％）、プロサッカーが２４千人（同

▲３０．９％）、その他が３９千人（同▲３６．１％）

だった。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

３１，２２０人（前年比＋２．８％）、プロサッカーが

１２，１０１人（同＋３．６％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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６．住宅投資～８か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～６か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

７月の新設住宅着工戸数は、３，３４３戸（前

年比▲１．７％）と８か月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同＋１０．２％）、

分譲（同＋７．５％）は増加したが、貸家（同

▲８．８％）が減少した。

４～７月累計では、１４，０４９戸（前年比

＋９．３％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋６．０％）、貸家（同

＋１３．４％）、分譲（同＋２．２％）が、いずれも

増加している。

７月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１７５，８２５㎡（前年比▲２．７％）と３か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲２５．６％）、非製造業（同▲０．９％）が、いず

れも前年を下回った。

４～７月累計では、７５６，０９３㎡（前年比

＋１０．６％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋１１７．１％）、非製造業（同

＋２．４％）が、いずれも前年を上回っている。

８月の公共工事請負金額は、６９１億円（前

年比＋１２．７％）と６か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋６．２％）、北海道

（同＋１８．３％）、市町村（同＋１４．３％）が、い

ずれも前年を上回った。

４～８月累計では、請負金額５，６６７億円

（前年比＋９．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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９．来道客数～２１か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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１１．貿易動向～輸出は９か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

７月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，３０３千人（前年比＋６．７％）と２１か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋２．３％）、JR（同＋８３．９％）、フェ

リー（同＋１．０％）が、いずれも前年を上

回った。

４～７月累計では、４，５０３千人と前年を

８．２％上回っている。

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１４３，００２人（前年比＋１０．０％）と２か月

連続で増加した。４～７月累計では、

３９７，５５１人（同＋８．９％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１２０，８３４

人（前年比＋１５．５％）、旭川空港が８，５９０人

（同▲１７．７％）、函館空港が７，７３５人（同

▲２１．０％）だった。

７月の道内貿易額は、輸出が前年比４６．４％

減の２８７億円、輸入が同４４．２％減の６０１億円

だった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品、有機化合

物などが減少し、９か月連続で前年を下回っ

た。輸入は、原油及び粗油や石油製品などが

減少し、１２か月連続で前年を下回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は４か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年 
＝100.0

１４．消費者物価指数～１６か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０５倍（前年比＋０．０９ポイント）と７８か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比１．３％減少し、４か

月ぶりに前年を下回った。業種別では、医

療・福祉（同＋６．３％）、宿泊業・飲食サービ

ス業（同＋６．４％）などが増加したが、卸売

業・小売業（同▲８．２％）、サービス業

（▲８．１％）が減少した。

８月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

▲１５．４％）、負債総額が２７億円（同▲２．５％）

だった。前年に比べ、件数は４か月ぶりに減

少、負債総額は３か月連続で減少した。

業種別では、卸売業が８件、建設業が５件

などとなった。

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は９９．３（前月比▲０．２％）と５か月

ぶりに低下。前年比は▲１．０％と、１６か月連

続で前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、８月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、概ね安定して推移している。石油製品の

価格は、概ね安定している。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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（年度） 

実質経済成長率  （％） 北海道 全国 

（注）１. 全国は内閣府調べ。２８年度は日本銀行政策委員会「大勢見通し」（７月時点）の中央値。 
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。２６年度以降は当行推計。 
　　　３. 平成１７年基準、全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準方式 
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北海道経済の現状は、緩やかに回復している。個人消費は、一部に弱さがみられる

が、持ち直している。住宅投資、公共投資に持ち直しの動きがみられるほか、設備投資

も底堅く推移している。外国人観光客の増加などによって、観光関連業種が好調に推移

している。

需要項目別に先行きを展望すると、個人消費は、雇用・所得環境の改善を背景に持ち

直し基調が続こう。住宅投資は、緩やかに持ち直そう。設備投資は、ホテルやオフィス

ビルなどの大型投資が寄与し、非製造業を中心に堅調に推移しよう。公共投資は、北海

道開発事業費が実質増加していることや大型経済対策も見込まれることから、前年比増

加に転じよう。観光は、外国人観光客の増加が引き続き見込まれるほか、北海道新幹線

開業による国内観光客数の増加が続いていることから、好調が続こう。

この結果、実質経済成長率は０．６％（２７年度０．６％）、名目経済成長率は０．９％（同

１．０％）となろう。

平成２８年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約

― ６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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１．概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、４～６月期の国内総生

産（GDP１次速報値）が年率０．２％の小幅な

伸びにとどまるなど、景気は緩やかな回復が

続く状況となっている。年初からの円高・株

安の進行や中国をはじめとする新興国経済の

先行き不透明感、英国のEU離脱問題などか

ら、個人消費や設備投資に慎重さがみられ

る。

先行きについて、個人消費は、良好な雇

用・所得環境などを背景として緩やかに増加

しよう。住宅投資は、消費税増税の再延期に

伴い今後の駆け込み需要は見込めないが、金

利の低水準が続いていることから緩やかに持

ち直そう。設備投資は、円高などにより企業

業績の下振れが予想され、企業マインドに慎

重さがみられており、小幅な増加にとどまろ

う。公共投資は、前年度補正予算の執行や今

後の大型経済対策により増加しよう。輸出

は、新興国経済の先行き不透明感などの懸念

材料はあるが、アメリカ経済の堅調な推移が

見込まれ緩やかに持ち直そう。

これらのことから国内経済は、引き続き緩

やかな回復軌道をたどるものとみられる。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、緩やかな回復状況に

あり、個人消費は、一部に弱さがみられる

が、持ち直している。住宅投資、公共投資に

持ち直しの動きがみられる。設備投資は、大

型投資が下支えし底堅く推移している。観光

関連では、外国人観光客の増加が続いている

ほか、北海道新幹線開業により国内観光客も

増加している。内閣府が発表した『７月の景

気ウォッチャー調査』において、道内の景況

感が緩やかに改善していることが確認できる

（図表１）。

今後を展望すると、個人消費は、雇用・所

得環境の改善から持ち直し基調が続こう。住

宅投資は、貸家を中心に緩やかに持ち直そ

う。設備投資は、ホテルやオフィスビルなど

の大型投資が寄与し堅調に推移しよう。公共

投資は、前年度補正予算の執行や大型経済対

策により、前年比増加に転じよう。観光関連

では、外国人観光客数や国内観光客数が増加

し引き続き好調が続こう。

最近の物価動向をみると、消費者物価指数

（生鮮食品を除く総合）は、原油価格の下落に

伴うエネルギー価格の低下や円高進行の影響

により前年比下回りが続いている（図表２）。

図表１ 図表２景気ウォッチャー調査（北海道） 北海道消費者物価指数（Ｈ２２＝１００）
（前年同月比）

（資料：内閣府） （資料：総務省、北海道）

平成２８年度北海道経済の見通し
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物価の先行きを展望すると、円高の影響に

よる輸入物価の下落が物価の下押し要因とな

る一方で、人手不足を背景として賃金上昇を

反映した国内企業向けサービス価格が、前年

比上回りで推移していることや、原油価格に

底打ち感が見えはじめていることから、諸物

価は徐々に上昇していくものとみられる。

以上のような経済状況を勘案すると、２８年

度の道内経済成長率は実質成長率０．６％（２７

年度０．６％）、名目成長率０．９％（同１．０％）と

なり、２年連続プラス成長となろう。

２．道内総生産（支出側の動向）

（１）民間最終消費支出

足元の状況を見ると、コンビニエンススト

アやスーパーの販売額が前年を上回るなど、

総じて個人消費は、持ち直している（図表

３）。一方、百貨店販売額は外国人観光客の

爆買い沈静化などもあり、２８年１月以降前年

下回りが続いている。乗用車新車登録台数も

２８年５月以降前年下回りの月が続くなど、一

部に弱い動きもみられる（図表４）。

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境は、以下のとおりである。

雇用環境をみると、新規求人数の増加が続

き、２８年６月の有効求人倍率は７７か月連続で

前年を上回るなど高水準で推移している（図

表５）。雇用者数も増加しており（図表６）、

雇用環境は良好といえよう。

所得環境をみると、２８年度の賃上げ状況に

関する当行調査（２８年５月～６月実施）で

は、７割以上の企業が定例給与（基本給・諸

図表３ 図表５北海道百貨店等販売額（前年同月比） 有効求人倍率（常用）・新規求人数

（資料：北海道経済産業局） （資料：北海道労働局）

図表４ 図表６北海道乗用車新車登録台数 北海道雇用者数の推移

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合） （資料：総務省、北海道）

平成２８年度北海道経済の見通し
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手当等）を「引上げ・引き上げ予定」とする

など、幅広い業種で賃上げの動きが拡がって

いる（図表７）。一方で、特別給与を「引上

げ・引き上げ予定」（図表８）とする回答は前

年を下回っている。賃上げ額は前年に比べ小

幅にとどまる見込みにあるが、雇用者全体で

の所得は増加が見込まれる。

このように雇用・所得環境が改善している

ことや、物価上昇の鈍化により実質所得の上

昇が見込まれることから、消費マインドが幾

分改善し、個人消費は持ち直し基調が続こ

う。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率０．３％、名目成長率０．４％となろう。

（２）住宅投資

住宅ローン金利の低水準が続いていること

や消費増税前の駆け込み着工もあり、１～６

月の新設住宅着工戸数は、前年比プラスで推

移している（図表９）。しかしながら、消費

増税再延期（６月初旬に発表）を受けて新た

な駆込み着工は見込めず、年度後半にかけて

増勢の鈍化が予想される。

利用別にみると、貸家は、相続税の負担軽

減目的や低金利を背景とした収益獲得目的の

不動産投資により増加が見込まれる。持ち家

は、雇用・所得環境の改善や住宅ローン金利

の低下により、やや増加するものとみられ

る。

一方、分譲マンションは、人件費・労務費

や原材料価格の高騰を背景として札幌中心部

（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ７２ ７５ ７０
（６２） （６７） （５９）

（定期昇給のみ実施）
（ベースアップのみ実施）
（定期昇給とベースアップを実施）

３８ ３６ ３９
１６ ２０ １４
１８ １９ １７

�引き下げ・引き下げ予定 ０ １ －
（０） （－） （１）

�前年並みとした １３ ９ １５
（２３） （１９） （２５）

�今のところ未定 １５ １５ １５
（１５） （１４） （１５）

（ ）内は前年調査（平成２７年１０月）の実績
北洋銀行調査レポート２８年９月号掲載

（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ２２ ２０ ２３
（３６） （３５） （３６）

�引き下げ・引き下げ予定 ５ ９ ４
（６） （８） （６）

�前年並みとした ３８ ３０ ４０
（２９） （２４） （３１）

�今のところ未定 ３５ ４１ ３３
（２９） （３３） （２７）

（ ）内は前年調査（平成２７年１０月）の実績
北洋銀行調査レポート２８年９月号掲載

図表７ 図表９ 北海道の直近の住宅着工戸数
（前年同月比）道内定期給与（基本給・諸手当等）の動向（％）

（資料：国土交通省）

図表１０ 北海道住宅着工戸数推移

図表８

道内特別給与（賞与・期末手当等）の動向（％）

（資料：国土交通省、２８年度は当行推計）

平成２８年度北海道経済の見通し
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請負金額 前年同月比（右目盛）

の一部の物件がバブル期並みの価格に上昇す

るなど、価格上昇が鮮明となっている。価格

上昇に伴い分譲マンションの成約状況の低迷

が続いており、開発事業者は新規投資に慎重

となっている。このような状況から、分譲マ

ンションは、前年度下回りが見込まれる。分

譲戸建ては、消費増税再延期により駆込み需

要が剥落し、前年並みが予想される。

これらを勘案すると、住宅着工数は、持ち

家が１１０百戸、貸家が２０５百戸、分譲が３５百戸

（分譲マンション１７百戸、分譲戸建１８百戸）、

給与（社宅）が２百戸、合計３５２百戸程度と

なり、２７年度実績（３４３百戸）を９百戸程度

上回ろう（図表１０）。

この結果、住宅投資は、実質経済成長率

０．４％、名目成長率０．５％となろう。

（３）設備投資

２８年４月～６月累計の民間非居住用建築物

着工床面積は、前年同期比１５．３％増と前年を

上回って推移している（図表１１）。北海道新

幹線開業や外国人観光客の増加に対応したホ

テルの新築・改装の動きが、札幌・函館やニ

セコなどのリゾート地を中心に続いている。

また、大型市街地再開発も、札幌市北４東６

周辺地区・函館市本町地区・旭川市宮下地区

など、札幌市をはじめとした道内中核都市を

中心に１０地区以上あり、年度内着工予定、あ

るいは既に進行中である。「輸送用機械」製造

業などの能力増強投資や、「パルプ・紙」製

造業などの生産効率化投資もみられる。

２８年度を展望すると、年初からの円高・株

安の進行によって企業の設備投資マインドに

慎重さがみられるが、２８年６月に日本政策投

資銀行が行った『北海道地域設備投資計画調

査』において、２８年度の道内設備投資計画は

全産業で前年度比＋９．８％となっている（製

造業・同▲３．０％、非製造業・同＋１３．６％）

（図表１２）。前年度までの大型設備投資の一巡

により増勢は鈍化するものの、ホテル新築や

再開発事業などの大型投資が設備投資を押し

上げし、堅調な推移が見込まれる。

この結果、設備投資は、実質成長率

図表１１ 北海道の民間非居住建築物
（着工床面積）

（資料：国土交通省）

図表１２ 図表１３北海道設備投資計画（前年度比） 北海道公共工事請負金額

（資料：日本政策投資銀行
２０１５年、２０１６年 北海道地域設備投資計画調査） （資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

平成２８年度北海道経済の見通し
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０．２％、名目成長率１．０％となろう。

（４）公共投資

足元の公共工事請負金額は、２８年４～７月

の累計金額が前年同期比８．７％増で推移する

など持ち直しの動きがみられる（図表１３）。

また、先行きも実質的な北海道開発事業費予

算は６，１３５億円（平成２８年度当初予算５，３１７億

円＋平成２７年度補正予算８１８億円）と前年度

に比べ約１２％増加していることや、今後の大

型経済対策も見込まれることから、前年度の

マイナス成長からプラス成長へ転じよう。

その結果、公共投資は、実質経済成長率

０．２％、名目成長率０．７％となろう。

（５）政府最終消費支出

政府最終消費支出については、現物社会給

付（医療費、介護費など）が４割程度を占め

る。平成２８年度診療報酬改訂によって、診療

報酬本体（＋０．４９％）と薬価（▲１．２２％）、

材料価格（▲０．１１％）が改定され、平成２８年

度診療報酬はネット（全体）では０．８４％のマ

イナス改定となったが、高齢化の進展によ

り、現物社会給付（医療費・介護費など）は

増加が続こう。

また、北海道・市町村の給与は民間の賃上

げに合わせ引上げが実施されており、政府最

終消費支出を幾分押し上げよう（図表１４）。

この結果、政府最終消費支出は、実質経済

成長率１．０％、名目成長率１．２％となろう。

（６）域際取引

Ａ．移輸出

円高進行による輸出競争力の低下などに

よって、「魚介類・同調製品」「自動車の部

品」「鉄鋼」などの輸出額が減少し、財の輸出

については前年比下回りが見込まれる。一

方、道内産食品は国内での根強い人気を有し

ており、個人消費の持ち直しに伴い、財の移

出は前年並みを維持しよう。また、北海道新

幹線の開業による来道客数の増加や（図表

図表１４ 道内医療費、道・市町村人件費
（前年度比）

（資料：医療費～厚生労働省・制度別医療機関種類別医療費より
当行作成。２８年度は当行推計）
（資料：道、市町村給与～総務省 市町村別決算状況調、都道府県
決算状況調より当行作成。２８年度は当行推計）

図表１５ 図表１６来道客数 訪日外国人来道者数（実人数）の推移

（資料：北海道経済部 ※平成２２年度から新算定方式により調査。
２７年度以降は当行推計）（資料：�北海道観光振興機構）

平成２８年度北海道経済の見通し
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１５）、道内空港発着便の増便やクルーズ客船

の道内寄港回数増に伴う訪日外国人来道者数

の増加が見込まれる（図表１６）。国内外の来

道客の道内観光消費額が、サービスの移輸出

額を押し上げよう。

この結果、移輸出全体では前年を上回り、

移輸出は、実質経済成長率１．１％、名目成長

率０．９％となろう。

Ｂ．移輸入

輸入においては原油・粗油が大きなウェー

トを占めるが、原油・粗油輸入額は円高・原

油安の影響もあり減少している。このため、

輸入は前年を下回ろう。

一方、移入は道内需要（個人消費・民間設

備投資・公共投資など）の持ち直しにより、

増加しよう。移輸入全体では幾分前年を上回

ろう（図表１７）。

この結果、移輸入は、実質経済成長率

０．５％、名目成長率０．２％となろう。

３．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

農業の耕作部門は、水稲の作付面積の減少

に伴い、平年並みの作況では収穫量は減少す

ることとなるが、道産米人気による価格押し

上げが見込まれ、生産額は幾分増加しよう。

また、道内産野菜などの農産物の需要は高く

価格も上昇傾向にあることや、畜産部門で

は、生乳の生産量増加が見込まれることか

ら、総じてみれば、農業の生産額は前年比

１．０％増となろう（図表１８）。

林業は、住宅着工戸数の増加により回復

し、生産額は前年比０．１％増と見込まれる。

水産業は、生産額の約３割をホタテガイが

占める。２７年のホタテガイ生産額は前年比

８．６％増加したが、２６年１２月に発生した爆弾

低気圧によるホタテガイ漁業の被害に伴い、

２７年のホタテガイの生産数量が前年比△２２％

と大幅に減少した一方で、単価が上昇したこ

とが、増加要因である。２８年度も被害の影響

が続き、減産が予想されるが、道内産水産物

図表１８ 道内生産農業産出額

（資料：農林水産省、都道府県別生産農業所得統計累年統計、
農業物価類別価格指数。２８年は当行予測）

図表１７ 図表１９北海道域際収支 北海道漁業生産高の金額と数量

（資料：北海道経済部。平成２７年度以降は当行推計） （資料：北海道水産現勢より当行作成。２８年は当行予測）

平成２８年度北海道経済の見通し
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に対する需要は引き続き高く、単価の上昇が

減産を補うことが見込まれる。

その他の多くの魚種についても不漁傾向が

続くことが予測されるものの、総じてみれ

ば、水産業の総生産は前年比０．１％増と見込

まれる（図表１９）。

この結果、一次産業総生産は、前年比

０．７％増となろう。

（２）二次産業

製造業は、道内の公共投資や設備投資の増

加に伴い「金属製品」「窯業・土石製品」など

で増加が見込まれる。また、「輸送用機械」

「パルプ・紙」についても、能力増強投資や

生産効率化投資が計画されており、幾分増加

するものとみられる。製造業の中で道内生産

額の約４割を占めている食料品製造業（図表

２０）については、気温上昇などの天候要因か

ら、飲料関係の増加が見込まれることや、道

内産を使用した加工食品についても所得状況

の改善などによって堅調な推移が見込まれる

（図表２１）。総じてみれば、製造業の総生産は

前年比１．２％増となろう。

建設業は、住宅投資、設備投資、公共投資

の増加が見込まれることから、総生産は前年

比０．７％増となろう。

この結果、二次産業総生産は、前年比

１．０％増となろう。

（３）三次産業

電気・ガス・水道業は、２６年、２７年にかけ

た料金値上げにより生産額は大幅に増加した

が、２８年度は料金値上げ効果の剥落によっ

て、収益の伸び率は鈍化が見込まれる。卸・

小売業は、個人消費の持ち直しや円高進行下

でも増勢が続く外国人観光客の消費支出に

よって底堅く推移しよう。金融保険業は、マ

イナス金利の影響により収益減少が見込まれ

る。不動産業は、貸家着工件数が増加してお

り、新築物件の割合増加によって平均家賃の

上昇が見込まれる。運輸業は、北海道新幹線

開業により国内観光客の増加が続いており前

年を上回ろう。情報通信業は、スマートフォ

ンなどの通信料が堅調に推移するものと見込

まれる。サービス業は、北海道新幹線開業効

果や外国人観光客の増加に伴い、宿泊・飲食

などの観光関連業種が好調を維持しよう。ま

た、高齢化の進展により、医療・介護なども

安定した推移となろう。

この結果、三次産業総生産は、前年比

１．０％増となろう。

（平成２８年８月２９日公表）

図表２０ 図表２１北海道の製造業生産額構成比（％） 北海道の食料品製造業付加価値額

（資料：北海道経済産業局 工業統計、鉱工業生産指数
日本銀行 産出物価指数より当行作成。２８年度以降は予測）（資料：北海道経済部 道民経済計算より２８年度当行予測）
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２６年度

（実績見込み）

２７年度

（実績見込み）

２８年度

（見通し）
２６年度 ２７年度 ２８年度

民間最終

消費支出

１１４，８４８

（△２．９）

１１４，６０８

（△０．２）

１１５，０１２

（０．４）
△５．２ △０．１ ０．３

政府最終

消費支出

４８，１７８

（１．５）

４８，７３４

（１．２）

４９，３１２

（１．２）
△０．５ １．２ １．０

総固定

資本形成

３５，１３１

（０．２）

３５，６１１

（△０．５）

３５，２２７

（０．８）
△２．４ △１．２ ０．２

住宅投資

設備投資

公共投資

４，６３０

（△６．９）

１４，５５９

（２．５）

１５，９４２

（０．３）

４，７３１

（２．２）

１５，１３９

（４．０）

１５，０７２

（△５．５）

４，７５４

（０．５）

１５，２９０

（１．０）

１５，１８２

（０．７）

△１０．３

０．２

△２．６

２．２

２．６

△６．１

０．４

０．２

０．２

移 輸 出 ６６，１１９

（０．０）

６６，５２８

（０．６）

６７，１５３

（０．９）
△０．４ ０．５ １．１

移 輸 入

（控 除）

８０，５４０

（△６．４）

７９，４１８

（△１．４）

７９，５５６

（０．２）
△７．４ △０．８ ０．５

道内総生産

（支出側）

１８４，２１２

（０．８）

１８６，０６３

（１．０）

１８７，８２２

（０．９）
△１．７ ０．６ ０．６

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２６年度 ２７年度 ２８年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

△３．５
△０．１
△０．４

△０．１
０．３
△０．２

０．２
０．２
０．０

住宅投資
設備投資
公共投資

△０．２
０．０
△０．２

△０．０
０．２
△０．５

０．０
０．０
０．０

移輸出
移輸入 （控除）

△０．１
△３．１

０．２
△０．３

０．４
０．２

道内総生産（支出側） △１．７ ０．６ ０．６

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２８年度北海道経済の見通し
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２６年度

（実績見込み）

２７年度

（実績見込み）

２８年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２６年度 ２７年度 ２８年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

７，４２４

５，４８６

２５９

１，６７８

７，４８８

５，５３０

２６０

１，６９８

７，５４４

５，５８４

２６０

１，７００

３．２

３．６

６．９

１．３

０．９

０．８

０．１

１．２

０．７

１．０

０．１

０．１

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２９，９６２

２０３

１５，６７３

１４，０８７

３０，２１１

１９５

１５，９１１

１４，１０５

３０，５０９

１９５

１６，１０３

１４，２１１

△０．９

△３．０

△０．９

△０．７

０．８

△３．８

１．５

０．１

１．０

△０．０

１．２

０．７

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業

電気・運輸・
サービス業

政府・対家
計サービス

１４５，９７６

２４，９９１

２８，１３９

６４，２６４

２８，５８２

１４７，７６６

２５，２４２

２８，７１２

６４，８４３

２８，９６９

１４９，１７０

２５，４６９

２８，８９３

６５，７０７

２９，１０１

０．９

△０．４

０．６

１．２

１．６

１．２

１．０

２．０

０．９

１．４

１．０

０．９

０．６

１．３

０．５

道内総生産

（生産側）
１８４，２１２ １８６，０６３ １８７，８２２ ０．８ １．０ ０．９

輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。
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・回答企業２４１社のうち、英国と取引を行っている企業は７．５％だった。また、英国内に現

地法人を有する企業は０．４％だった。

・道内経済への影響について、「悪影響があった」とする企業は７．１％、「好影響があっ

た」とする企業は無かった。一方、「わからない、不明」と回答した企業は６９．７％だっ

た。また、先行きについても「わからない、不明」が６８．５％を占めており、道内経済へ

の影響を計りかねている企業が多い。

・事業への影響については、５４．４％が「特に影響はなかった」と回答した。また、「悪影

響があった」企業は９．１％、「好影響があった」企業は７．１％だった。企業からは、悪影

響として水産物輸出の減速や外貨建て資産の目減り、好影響として輸入資材価格の低下

などの意見が聞かれた。

・「悪影響があった（ある）」企業に対して、対応策の有無を聞いたところ、「検討してい

る」企業は７．７％にとどまっており、現時点では推移を見守る姿勢の企業が多い。

◆ 調査対象：

道内に事業所を有する企業５７３社

（回答率：４２．１％）

◆ 調査方法：

調査票を配布し、郵送またはFAXに

より回収

◆ 調査内容：

英国の「EU離脱」問題による道内

経済および道内企業への影響調査

◆ 回答期間：

平成２８年８月上旬～８月下旬

◆ 地域別の回答状況

回答数 構成比

札 幌 市 ９２ ３８．２％

道 央 ４８ １９．９％

道 南 １８ ７．５％

道 北 ３３ １３．７％

オホーツク ２４ １０．０％

道 東 ２６ １０．８％

◆ 業種別の回答状況

回答数 構成比

全産業 ２４１ １００．０％

製造業 ７０ ２９．０％

一 般 機 械 ７ ２．９％

金 属 製 品 ５ ２．１％

食 料 品 ４０ １６．６％

木 材 ・ 木 製 品 ９ ３．７％

そ の 他 製 造 業 ９ ３．７％

非製造業 １７１ ７１．０％

建 設 ・ 不 動 産 １７ ７．１％

商 社 ９ ３．７％

情報処理・ソフトウェア ４ １．７％

卸 ・ 小 売 ５５ ２２．８％

飲 食 ２ ０．８％

旅館・ホテル・観光施設 ７ ２．９％

運 輸 ・ 通 信 ３ １．２％

そ の 他 非 製 造 業 ７４ ３０．７％

特別調査

英国「EU離脱」問題に伴う道内経済への影響
＜要 約＞

＜調査概要＞
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�輸出取引がある １２．４ １４．３ １１．７

�輸入取引がある ３．７ ７．１ ２．３

�直接投資がある － － －

�輸出取引＋輸入取引 １．２ ２．９ ０．６

�輸出取引＋直接投資 － － －

�輸入取引＋直接投資 ０．４ １．４ －

�輸出取引＋輸入取引＋直接投資 ０．４ １．４ －

	取引なし、不明 ８１．７ ７２．９ ８５．４

（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�英国に現地法人がある － － －

�英国以外のＥＵ域内に現地法人がある ０．４ １．４ －

�ＥＵ域外に現地法人がある ７．９ １０．０ ７．０

�英国＋英国以外のＥＵ域内 － － －

�英国＋ＥＵ域外 － － －

�英国以外のＥＵ域内＋ＥＵ域外 ０．４ １．４ －

�英国＋ＥＵ域内＋ＥＵ域外 ０．４ １．４ －

	現地法人なし、不明 ９０．９ ８５．７ ９３．０

＜調査結果＞
【表１】ＥＵとの取引内容について～製造業、非製造業とも輸出取引が主体

（単位：％）

【表３】現地法人の有無について～９割が現地法人なし。現地法人の所在地はＥＵ域外が多数
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�輸出取引がある ２．９ １．４ ３．５

�輸入取引がある ４．１ １０．０ １．８

�直接投資がある － － －

�輸出取引＋輸入取引 ０．４ １．４ －

�輸出取引＋直接投資 － － －

�輸入取引＋直接投資 － － －

�輸出取引＋輸入取引＋直接投資 － － －

	取引なし、不明 ９２．５ ８７．１ ９４．７

【表２】英国との取引内容について～製造業で輸入取引を行っている企業が比較的多い
（単位：％）

特別調査
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（項 目）
これまでの影響 今後、見込まれる影響

全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

�悪影響があった（ある） １．７ ２．９ １．２ ３．３ ２．９ ３．５

�若干、悪影響があった（ある） ５．４ ２．９ ６．４ ９．１ ７．１ ９．９

�特に影響はなかった（ない） ２３．２ １８．６ ２５．１ １９．１ １７．１ １９．９

�若干、好影響があった（ある） － － － － － －

�好影響があった（ある） － － － － － －

�分からない、不明 ６９．７ ７５．７ ６７．３ ６８．５ ７２．９ ６６．７

（項 目）
これまでの影響 今後、見込まれる影響

全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

�悪影響があった（ある） ３．３ ４．３ ２．９ ２．５ １．４ ２．９

�若干、悪影響があった（ある） ５．８ ５．７ ５．８ １１．６ １２．９ １１．１

�特に影響はなかった（ない） ５４．４ ４７．１ ５７．３ ４６．９ ４５．７ ４７．４

�若干、好影響があった（ある） ５．０ ８．６ ３．５ １．７ ２．９ １．２

�好影響があった（ある） ２．１ ２．９ １．８ ０．８ － １．２

�分からない、不明 ２９．５ ３１．４ ２８．７ ３６．５ ３７．１ ３６．３

（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�検討している ７．７ １５．４ ５．１

�特に検討していない １３．５ ０．０ １７．９

�今のところ未定、不明 ７８．８ ８４．６ ７６．９

【表４】英国の「ＥＵ離脱」問題による道内経済への影響について
～製造業、非製造業とも「分からない、不明」が多数を占める

（単位：％）

【表５】英国の「ＥＵ離脱」問題による、事業への影響について
～製造業、非製造業とも、今後の悪影響を懸念する見方が強い

（単位：％）

【表６】英国の「ＥＵ離脱」問題に対する対応策について
～「検討せず」あるいは「未定」の企業が多数。製造業では対応策検討する動きがある

（単位：％）

※表４、５で悪影響があった（ある）企業からの回答（対象５２社）

特別調査
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× 悪影響についての意見、○ 好影響についての意見＜企業の生の声＞

【これまで受けた影響について】

× 養殖ホタテ貝の販売価格が下がった。中国に輸出されたホタテ貝は現地で加工されてEUに

輸出されるため、不安定材料となった。（渡島、協同組合）

× 国民投票直後は欧州からの受注数量が若干落ち込んだが、一時的なものであった。海外から

の受注が大幅に落ち込んだリーマンショックとはレベルが全く違う。（札幌、卸・小売）

× 為替相場が急激な円高となり、すでに予約していた為替レートで輸入したものが高仕上がり

となって利益が減少した。（上川、卸・小売）

× 円高トレンドが明確になり、保有外貨が目減りした。（上川、建設・不動産）

× 英国の会社と取引を行っているが、EU離脱決定で関税問題が出てきたため、取引が先延ば

しになる可能性がある。（札幌、情報処理・ソフトウェア）

○ 円高により、輸入資材を若干安く仕入れることができる。（十勝、一般機械）

○ 離脱表明後に為替相場が円高に振れ、輸入原料の調達コストに好影響。（渡島、食料品）

【今後、見込まれる影響について】

× 円高進行などにより国内経済が悪化し、道内経済への打撃はもちろん、企業の広告戦略の引

き締めによる業界への影響も出てくると思われる。（札幌、その他非製造業）

× 為替が乱高下すると仕入リスクがかなり高くなる。（オホーツク、木材・木製品）

× 円高が長期化すると、道内の外国人観光客が離れていく懸念がある。また、農産物の価格競

争力が下がり、日本製商品の売上が減る恐れもある。（上川、協同組合）

× 英国のEU離脱による中国経済への影響が懸念される中、道内からは養殖ホタテ貝が中国へ

輸出されており、漁業や加工業、地域経済に影響があるとみている。（渡島、協同組合）

× 円高で輸出業界の収益悪化が懸念される。離脱時期によっては消費税の再引き上げと重なる

ことも予想され、消費が大きく減速することが考えられる。（空知、その他製造業）

× 円高基調でインバウンドがダウントレンドにある。ここ数年はインバウンドの躍進が目立っ

たが、終息の方向に向かうかもしれない。（札幌、宿泊施設）

× 製品の輸出手続きに関する業務が増える可能性を懸念している。（札幌、食料品）

○ 円高ドル安になれば輸入飼料が安くなり、畜産農家は助かる。（オホーツク、協同組合）

○ 以前、道内で働いていたアジア系の人材が多く英国へ流出した。英国在住であればEU域内

での移動の自由度が高く仕事や生活もしやすいが、彼らがEU離脱により道内へ戻ってきて

くれるのではないかと期待している。（後志、観光施設）

【悪影響への対応策について】

・弊社では、商社を介しての商談のため、対応策はとっていない。（オホーツク、食料品）

・EU各国との直接取引に切り替える。（札幌、情報処理・ソフトウェア）

特別調査
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≪ポイント≫

○ 風評被害は広報活動などの組織的努力によって回避ないしは最小化することができる

○ 風評のシグナルを探知し、段階別の風評残存リスクに応じた適切な対応を

○ SNSの発展により、大企業だけでなく地方の企業も風評被害を受けるリスクは高まった

が、「広報力」を高めてソーシャル・メディアを味方につけるべき時代

はじめに：熊本地震と風評被害

２０１６年４月１４日２１時２６分、熊本県熊本地方で震度７を観測する大地震が発生したのは記憶に新

しいところです。震災が起これば観光業界は大打撃を受けます。熊本県の発表によれば、熊本地

震からおよそ二ヶ月間のうちに県内宿泊施設のキャンセル数は３３万泊にものぼったということで

す。予約キャンセルは熊本県内だけにとどまらず、地震の影響がほとんどないと思われる地域に

も波及し、とりわけ海外からのインバウンド観光客の宿泊キャンセルが相次ぎました。いわゆる

風評被害の発生です。

このような風評被害はあらゆる地域でおこっており、北海道に関連するところでは、２０００年の

有珠山噴火の際、道央圏の他地域への旅行が自粛されるなど、風評被害に近い影響があったこと

は、多くの北海道民の記憶にも残っているのではないでしょうか。

実際には安全なエリアであっても、大事をとった観光客が宿泊キャンセルしてしまえば、地域

の企業は損害を被ります。風評「被害」と言われる所以です。しかし、風評被害は広報活動など

の組織的努力によって回避ないしは最小化することができるのです。今回はこの風評被害に立ち

向かう「広報力」について解説します。

１．風評被害へ対峙する地域としての取り組み

風評被害は、観光振興を行う地域にとって一大事です。風評被害を乗り越えようとする地域の

動きに関する最近のニューストピックを見てみましょう。

熊本地震関連では、九州観光推進機構が割引付旅行プラン助成制度「九州ふっこう割」を７月

１日から開始しました。これは最大７割引となるクーポン券が付属する旅行パック商品のような

もので、今年７月から１２月までの間に１５０万人の旅行需要喚起を目指すテコ入れ策です。

また、JR東日本が２０１５年に立ち上げた福島ディスティネーションキャンペーン（DC）も風評

被害対策の代表例の一つです。これは観光振興における正攻法であるDCを仕掛けることによっ

て、観光地の負のイメージを払拭し、良いイメージを普及させようとする取り組みです。

こうした対応策は、風評被害発生後には確かに必要なものではあるのですが、風評発生を防止

できるものではなく、いずれも対症療法的なものです。

風評被害を根本的に解決するのは対症療法ではなく、風評が発生するメカニズムそのものを理

経営のアドバイス

風評被害に立ち向かう「広報力」
小樽商科大学 ビジネススクール

准教授 内田 純一
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解し、災害発生直後から風評を最小限に抑えるマネジメントをしていかなければなりません。

それでは、風評被害に立ち向かう方法とは何かについて探っていきましょう。

２．風評の事前シグナルを見逃さない

観光産業による風評被害の対処として重要になるのが、風評のシグナルを事前にキャッチする

ことと、時間の経過に応じてマネジメントの質を変えるということです。

過去の事例を振り返ってみますと、２００１年の９．１１同時多発テロでは、米軍基地が多い沖縄への

修学旅行は危険だという風評が立ち、実際に沖縄の修学旅行が８７９件もキャンセルされるという

事態につながりましたが、この風評発生にも事前シグナルが出ていました。

実は同時多発テロ翌日の９月１２日に、文部科学省から「海外修学旅行の安全対策について」と

いう文書が、全小中高等学校宛てに配布されていたのです。この文書は、本来は海外修学旅行に

ついて注意を喚起した文書でしたが、一部に沖縄についてのわずかな言及があったため、各学校

が過剰反応し、沖縄の修学旅行が大量キャンセルされる事態につながりました。

ここで、リスク・マネジメントと時間の経過の関係を示した図１をご覧ください。

＜図１ リスク・マネジメントの全体像＞

企業の側では、時間の経過（図１の横軸）の最初から最後まで「リスク・マネジメント」を

日々行っています。これは企業業績（図１の縦軸）の動向に関わりなく継続されています。

通常期から、風評発生の事前・事後も一貫して行うのがリスク・マネジメントですが、いざ風

評発生の原因となる事件や災害が起こる（図１の「クライシス・ポイント」の箇所）と、クライ

シス・マネジメントを併走させ、企業業績を通常並に回復させる努力を行います。沖縄の観光産

業界ではクライシス・ポイント認識後、ただちに独自DCとして「いこうよ！おいでよ！沖縄

キャンペーン」を行い、沖縄は安全であるということを訴え、風評の払拭に努めました。DCだ
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けのおかげではないにせよ、翌年には修学旅行客をとりもどすことに成功した点では、クライシ

ス・マネジメントの成功事例と言えるでしょう。

風評が定着する前に、被害を最小限に抑える意味でも、風評の事前シグナルを見落とさず、実

際の被害が発生しつつある時には、すでに火消しに向けた動きがはじまっているくらいのスピー

ド感を心がけたいものです。

３．SNSでのシグナル察知と企業による「炎上」対策

上記のように、風評被害の発生には必ず事前のシグナルがあり、風評被害対策の経験を積め

ば、そのシグナルを見落とさずに済む可能性が高まります。

最近ではシグナル察知の方法として、SNSなどのいわゆるソーシャル・メディアが使われてい

ます。ソーシャル・メディア上のシグナルはデマも多く、全て信頼できるものではないですが、

シグナル発生源として使うことは有効です。なかでも、Twitterのツイートを監視して、企業危機

のアンテナを張っておくということが近年の企業に求められるようになってきました。

一方、ソーシャル・メディアには負の側面があり、「炎上」と言われるような、ブログ記事や

Twitter投稿などの特定記事に対する批判的コメントが極度に集中してしまう現象があることも知

られてきました。

ここでは企業による炎上対策の実例を見ておきましょう。

企業による炎上対策で最も多いものが炎上の鎮静化、つまり火消しです。最近の例では、２０１３

年にチロルチョコにイモムシが混入した画像がTwitterに投稿され、続々とリツイートされて世に

広まるという事件がありました。まさにクライシス・ポイント段階です。

対するチロルチョコ株式会社は、あわててツイッター上の画像を消そうとするようなありがち

な行動はとりませんでした。同社は冷静に、チョコレートの製造時期と、イモムシの形状から推

測できる生後何日が経っているかという観点から、混入は工場内でなく、出荷後の可能性が高い

という点を訴求するにとどめました。それを同社のTwitterアカウントで一度だけ発信するという

方針をとったのです。結果として、騒ぎはすぐに沈静化しました。投稿した人に反論せず、

Twitterにともった炎上の火種を、Twitterで火消しするという興味深い事例でした。

好対照をなすのが、この事件の翌年に起こったカップ焼きそばのゴキブリ混入ツイート事件で

す。こちらは製造元が、ツイートを消去しようとしたことにより、炎上のきっかけを自ら作って

しまったといえます。実際、Twitterに出回った写真をすべて消し去ることは不可能であり、消去

を働きかけていたことがわかれば世論の心証を悪化させてしまいます。

２つの事件を通じて注目しておきたいのは、SNS上で炎上対策や火消しをする際には、企業の

公式アカウントのフォロワー数がモノを言うという点です。確かに、公式アカウントのフォロ

ワーが少なければ、どんな情報を発信してもネット上の世論に届きません。チロルチョコは多く

のフォロワーを獲得していたため、企業が本当に届けたいメッセージをネット世論に広く届ける

ことができましたが、多くの顧客を持つ企業が、必ずしもSNS上のフォロワーが多いとは限らな

いのは言うまでもありません。フォロワー数が少なければ、火消し能力も低いということです。

そう考えると、企業によるSNS対応は、決しておろそかにできるものではないとわかるはずで
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す。

４．SNS時代の風評残存リスク（ソーシャルリスク）を段階別に理解する

ここでは、運悪く事前のシグナルを見落とし、ネット上に負の情報が残ってしまうという「風

評の残存リスク」について考えていきましょう。まず、風評を含むリスク全般にはシグナルがあ

り、それを探知する必要があること、そしてSNSなどソーシャル・メディアには問題の発端とな

る投稿がシグナルとして出ていることが多いことは前述の通りです。

次に、インターネット上の各種メディアを以下に示す四段階に分類して考え、段階を追って

順々に波及していく仕組みがあることを知っておきましょう。

①第一段階（SNS）

FacebookやTwitter、YouTube、ニコニコ動画などのソーシャル・メディアに投稿された記

事に問題が含まれ、炎上しかかっていれば、それが風評の事前シグナルです。

②第二段階（まとめサイト）

第一段階の問題投稿が、ネット上の掲示板や、NAVERやtogetterなどの「まとめサイト」

（キュレーションメディアとも呼ばれる）に転載されて、コメントや補足データなどが付与

され、一定の検証がなされたニュースソースとなっていきます。この間、もともと記事があ

がったFacebookやTwitterのリツイートも飛躍的に増えるサイクルに入ります。

③第三段階（WEBニュース）

第二段階までに仕上がったニュースソースでインパクトがあるものは、ガジェット通信や

J-castなどのWEBニュースメディアで取り上げられます。これらは一般からの信頼度は高く

はないものの、速報性のあるニュースメディアであるため、世の中の関心が高まれば検索順

位をあげていき、結果として上位に出現するようになるために無視できません。

④第四段階（ポータル）

第三段階のニュースメディアで話題になると、Yahoo！やlivedoorなどのポータルサイトの

ニュースコーナーにも表示されるようになります。この段階になると、一般の新聞社の

ニュースと混じる形で表示され、ネットにそれほど習熟していない層の目にも触れやすい記

事となります。そして、近年すっかりネットからニュースソースを探索する傾向が強まった

テレビに波及し、テレビニュースやワイドショーがそれをとりあげ、一般の新聞社が紙媒体

の新聞で取り上げる事態にまで発展していきます。

このように、たった１つのSNS上のツイートが、段階を経て世間を揺るがせる一般的なニュー

スに変わっていくのです。そのニュースそのものは事実であっても、ニュースの伝わり方は当事

者にとって都合のよいものとは限らず、風評に他ならないことは珍しくありません。

企業の広報部としては、上述の四段階のどこで火消しに入るか、非常に悩ましいところです。

しかも単純にネット上から消去すればよいというものでないことは先述のとおりです。

チロルチョコの事例では、第一段階で発見したシグナルに対し、企業側として事実にもとづく
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①SNS対応 ・SNS別に自社名、商品名でキーワード検索をかけることを日課にする
・企業宛ツイートやコメント欄への書き込みには即日対応する

②まとめサイト対応 ・企業側が保有する情報をわかりやすくかつ広く開示する
・まとめサイトの意見の方向性と不足情報を把握し、すみやかに開示する

③WEBニュース対応 ・公式なニュースリリースを作成し、自社のステークホルダーに周知する
・誤った記事のライターには正確な情報を提供する（クレームではない）

④ポータル対応 ・自社サイトをクライシス対応モード（災害時はテキスト中心）に変更する
・問題対応の途中経過を定期的に（できれば毎日）ニュースリリースする

情報をすばやく用意することで、第二段階に移行した際には、企業側の反証情報と第一段階のツ

イートが比較される形で多くのユーザーが参加する形でまとめサイトに集約されていきました。

結果的には、当初のツイート情報が誤りであることを、多くのネットユーザーが検証的に判断し

たツイートがまとめられる過程で明らかになっていきました。

企業がなすすべなく第二段階に突入していたら、また違った対処方法が必要だったはずです。

５．風評被害に立ち向かう

ソーシャルリスクには段階があるのは前述した通りですが、その各段階において、企業は風評

の残存リスクにどのように対応すべきでしょうか。私の考えを表１にまとめましたので、企業に

よる風評被害対策のご参考としてください。

＜表１ インターネット上の風評残存リスクへの具体的な対応方法＞

表１で示した段階別対応について、以下で詳しく解説していきましょう。

①の対応については、SNS時代が到来して久しいので、大企業ではすでにSNS対応について組

織的な対応がなされている印象があります。中小企業ではまだまだといった印象ですが、消費者

にとっての有名商品を持つ中小企業の場合は、大企業なみの体制整備が求められます。例えば、

ゴキブリ混入事件のあったカップ焼きそばの製造元は地方の優良企業でした。

自社に対する対外的なツイートのチェックとコメント管理はリスク回避のためだけでなく、顧

客ニーズをつかむためにも行うべきです。

②の対応で気をつけるべきは、事件や事故のあとは、まとめサイトが情報をまとめ終わる前に

企業としての対応を進めなければならない点です。まとめサイトの素材として自社が発信する情

報が組み入れられる状態が理想的です。企業が持つ客観的事実を適切な形で出していけば、ネッ

トユーザーによるまとめ作業にあいまいな憶測が紛れ込む可能性が低くなります。

なお、この場合は企業としての意見は重要ではなく、チロルチョコのように冷静な事実情報を

積みあげるのがコツです。ネット世論の動向を注視し、どんな情報が求められているかを把握し

ましょう。また、まとめサイトが締めくくられた後であっても、その読者が企業公式サイトや公

式アカウントを訪れるということを忘れてはなりません。

③の対応としては、風評が徐々に世論のなかに浸透されつつある時期であり、自社のステーク
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ホルダー（従業員、株主、顧客、地域住民）に対する積極的な情報提供をニュースリリースなど

の形で行って、動揺を鎮めることが必要です。

また、WEBニュースには署名記事が多いので、間違った内容があれば積極的に連絡をとり、

情報提供を申し出るとよいでしょう。これは記事化したことへのクレームを言うのではなく、一

般のプレス対応のようなものと考えて、ライターとの情報交換関係をつくることが狙いです。批

判的な記事を書いていたライターでも敵対的に対応するより、どんな情報が不足することで誤解

を生んだのかを考えながら、関係を深めていく努力をする必要があります。マスコミやメディア

との関係は、風評被害に関係なく今後もずっと続くからです。

④の対応時には、ポータルサイトにニュースが出る段階に至ると、自社サイトの閲覧者は、従

来の顧客を中心とする訪問者ではなく、風評に関する情報をとりにきた訪問者が増えています。

目的の情報に早くたどりつけるよう、自社WEBサイトを通常モードから、クライシス対応モー

ドに変化させ、すみやかに世論が注目を持っている情報にたどり着けるサイトに変更する必要が

あります。このことは、不祥事などの事件時だけでなく、災害対応時により重要です。災害時に

は通信環境も悪化しており、いつもどおりのビジュアルに凝ったページではなく、テキストベー

スにして、トラフィックを下げる配慮も必要だからです。

当然ですが、情報は毎日更新し、企業が真剣に対応にあたっている姿勢を示して下さい。

以上の対応ができれば、風評の残存リスクを下げ、風評被害から復活する可能性が高まりま

す。

６．まとめ

風評被害は、企業不祥事から発生することはもちろん、自然災害の影響で発生することもあり

ます。風評被害を避け、払拭する仕事の多くは、本稿で説明したように企業側に日常的にメディ

ア環境の把握を迫り、適切な情報発信の徹底を促すものです。この傾向はソーシャル・メディア

時代の今、ますます強まってきています。その意味で風評被害対応は企業の広報力次第と言える

でしょう。本原稿のタイトルを＜風評被害に立ち向かう「広報力」＞とした所以です。

北海道の産業界全体が広報力を高め、風評被害に負けないだけでなく、災害時対応にも強い企

業が増えていくことを願ってやみません。

＜執筆者紹介＞

１９７１年生まれ。神奈川県出身。AFLAC日本社に７年間勤務後、２００２年に大学教員に転じ、北

海道大学大学院国際広報メディア研究科（２００７年より国際広報メディア・観光学院に改組）助

手、准教授を経て、２０１６年より現職。主著に『地域イノベーション戦略―ブランディング・アプ

ローチ―』（芙蓉書房出版）など。広報論と観光経営学を専攻し、地域ブランドの創出や地場産業

の活性化に関する著書・論文も多い。小樽商大ビジネススクールではサービスマネジメントを講

じる。北海道大学博士（国際広報メディア）。
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出典：総務省「国勢調査」（H２～H１７）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成１９年５月推計）（H２２～H４２）
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出典：総務省「国勢調査」（H２～H１７）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口（平成１５年１２月推計）（H２２～H４２）
（注）圏域は「第３次北海道長期総合計画」における地域生活経済圏の地域区分による

１．はじめに

去る平成２８年７月に、平成２７年国勢調査の結果が公表され人口減少等が問題となっている。北

海道の住民基本台帳人口によると平成２７年１月１日現在の北海道人口は５４３万人（平成２２年３月

３１日対比△９万人）と人口減少が進んでいる。特に少子高齢化を反映して、６５歳以上の高齢者が

１７万人増加の一方で、１５歳～６４歳の人口が２２万人、低年齢層が４万人の減少となっている。平成

１９年５月に推計した人口の推移が「表１」にあるが、推計通り進んでおり、人口減少による地域

弱体化はもちろんのこと、労働者人口が急激に減少する深刻な状況が続いている。

また、道内の地域別の人口を見てみると、札幌市が１９５万人で平成２２年対比４万人増加してい

る。一方、旭川市３４万人、函館市２８万人、釧路市１７万人でいずれも１万人内外の減少となってい

る。［平成２７年 総務省・人口速報集計（要計表による人口集計）結果］

札幌を中心とする道央圏が増加傾向の一方で、地方は総じて減少傾向にあり、「表２」の通り

北海道は札幌一極集中化が進んでいる。

寄稿

「オール北海道雇用創出・若者定着プロジェクト」
～「ものづくり・人材」が拓く「まち・ひと・しごとづくり」～

室蘭工業大学 事務局付課長
COC＋推進コーディネーター 熊谷 正広
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これを上記の年齢階層別人口の推移と合わせて考えていくと、地方は、より労働者人口が減少

しており、地域社会の担い手となる労働者不足が発生し道内中小企業の人手不足が加速してい

る。

２．COC事業からCOC＋事業

人口減少を契機に、『人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速さ

せる』という負のスパイラルに陥ることが危惧されている。また、地方／東京の経済格差拡大

が、東京への一極集中と若者の地方からの流出を招いている。特に、大学入学時および大学卒

業・就職時に、地方圏から東京圏への転入超過が集中するという背景がある。

このような状況下で文部科学省は「地（知）の拠点推進事業（大学COC事業）」を始めた。

当初（平成２５年度）の本事業は、自治体と連携した、大学の全学的な地域を志向した教育・研

究・社会貢献を支援することで、課題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる、地域コ

ミュニティの中核的存在としての大学の機能強化を図ることを目的としていた。これを平成２７年

度に発展させて「COC＋事業」とし、地（知）の拠点大学が中心となり、地方の大学群と地域

の自治体・企業やNPO・民間団体等が協働して、地域産業を自ら生み出す人材など地域を担う人

材の育成を促進するという目的とした。これにより、事業協働地域における雇用創出、事業協働

地域への就職率向上を目指すものとなり、事業目標としての数値目標を示すこととなった。

また、同一都道府県内の他大学や自治体、企業等の連携先（事業協働機関）を拡大するため

に、COC推進コーディネーターを活用することとなった。

COC推進コーディネーターの役割としては、事業協働機関による教育プログラムや就職率向

上プランの策定、COC事業成果の連携大学等への普及、地方創生事業支援先の開拓、他県の

COCコーディネーターとの協働による全国的なネットワークの構築等がある。
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図１ 事業内容図

３．「オール北海道雇用創出・若者定着プロジェクト」

室蘭工業大学では、COC＋事業の取り組みとして、昨年度文部科学省より選定された、もの

づくり系４大学、４高専を中心とした「オール北海道雇用創出・若者定着プロジェクト」に取り

組んでいる。中心となる、ものづくり系の大学は、本学・北見工業大学・北海道科学大学・千歳

科学技術大学の４大学と、苫小牧・旭川・釧路・函館の道内４高専である。これらの学校が中心

となり、卒業生の地元就職率向上を図るため、産学官金の連携により教育改革や若者定着・雇用

創出に取り組んでいる。

本プロジェクトの事業目標は、上記大学・高専の卒業時の道内企業への新卒就職率を平成２６年

度対比８％増加させ５１％とすることである。

事業内容は、学生を中心として【大学・高専】、【地域企業】、【行政】、【金融機関】が密接に関

わり、地域が求める人材を創出するために地域志向を高めるための教育改革を行うことや、学生

と地域企業の交流の場を増やし、学生に魅力を伝えられる企業を行政・金融機関とともに育み、

さらには企業誘致・新産業創出といった雇用創出を行いながら、道内地域への就職・定着を図っ

ていくことである。これらを簡単な図にまとめたものが「図１事業内容図」となっている。
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３．１ 教育改革

地域課題の発見とその解決ができる能動的なエンジニア教育の実践を目的として、参加校各校

が独自に教育カリキュラム改革に取り組んでいる。

中でも本学では「地方創生推進教育プログラム」として、北海道地域の課題をグローカルな視

野で捉え、自身の専門分野に拘らず、他の技術分野をも横断し、俯瞰的解決策を探求する地方創

生人材を養成することを目的に、大きく２つのプログラムをスタートさせている。

１つ目は、地域の企業、商店街、官公庁、環境保護団体等を訪ね地域の課題、現状を探る地域

社会概論や胆振学入門、地域インターンシップ等により地域の特質を知る教育を行う「地方創生

人材育成プログラム」である。さらに２つ目は、学生自身の専門分野とは異なる他コースの専門

分野の履修を推奨することで、より幅の広い技術分野についても問題解決を探求する人材を養成

する、一歩進んだ「俯瞰人材教育プログラム」である。

３．２ 学生と企業のマッチング

学生の就職に対する意識調査の中で、道内企業への就職について問いかけた際の最も多い回答

の一つは「北海道（地元）企業を知らない」である。そのため、大学・高専等への入学時に道内

就職を考えていた学生が、就職となると道内企業に残らないということが非常に多いという傾向

が続いている。この傾向は道内出身学生においても同様であり、学生を道内企業に就職・定着を

させるためには「何をおいても知ってもらう」ということが最も大事なことである。また、昨今

の就職事情においては学生本人の意思のみならず、保護者の意見が就職に大きく影響していると

も言われており、道内企業の周知活動については学生の後ろにいる保護者にも目を向ける必要が

ある。

学生と企業のマッチングを行うイベントとしては、参加校が各々開催する、または道内経済団

体が主催する企業紹介セミナー・企業（工場）見学会・インターンシップ等が挙げられる。これ

らのツールをもっと有効に利用して学生に道内企業の魅力を発信する機会を増やし、吸引力を高

める工夫が必要である。

例えば企業紹介をするセミナーにおいては、就職担当者による説明に加え、企業代表者による

将来性・キャリアパス等の講話や、さらには就職活動をしている学生と同世代の就業者とのコ

ミュニケーションを図ったり、道内企業に就職した卒業生による具体的な体験談を織り込むこと

が重要である。

企業（工場）見学会は学生が企業に出向き企業（業務、環境等）を知る良い機会である。しか

しながら、企業（業務、環境等）を良く知ってもらうためには学生を集めるための工夫が必要で

ある。すなわち、学生が面白い企業があり是非見学をしたいと思っても、学生の授業との兼ね合

いや企業に行くまでの交通手段（費用含む）等が問題となることが多い。学生が優先的に考える

のは交通手段（費用）等であることから、学生の負担を軽減することを考えなければならない。

採用活動も全く同じで学生側の視点から活動を行う必要がある。

インターンシップについては、１日、２日の単なる体験では十分魅力は伝わらないであろう。
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また、単なる労動力の提供としてのインターンシップでは、学校側（学生含む）が考える社会と

の交流、学生自身の適性および職業選択の方向性把握、専門領域についての実務能力や学習意欲

の向上が果たされず、最終的な就職ということを考えた場合には効果が低い。そのため、学生が

実践的な仕事に従事し、組織運営等にも参加できるような教育効果の高いインターンシップが望

まれる。

上記のように学生と企業とのマッチングを行うためのイベントが基本的な考え方ではあるが、

もう１点重要な問題点がある。それは上記イベントに参加する企業の絶対数が少ないということ

である。せっかく道内企業が頑張って学生に対してイベントを行っても企業の絶対数が少なけれ

ば、学生の選択の幅が小さくなり道外企業に目を向けざるを得なくなってしまうということであ

る。道内企業の就業者不足も深刻な状況であり、もっと学生の目を向かせるため、多くの道内企

業が連携していくことが重要である。

３．３ 行政および金融機関の役割

本プロジュエクトは直接的な学生と大学・高専、および企業との関わりあいを基に、さらに行

政および金融機関が互いに連携して広範に展開されている。すなわち行政では北海道をはじめ、

参加校のある地域の自治体等が、上記の学生、企業等とのイベントに関し、その企画や補助金等

の検討などで多岐にわたって協力している。

また、金融機関からも企画応援や道内優良企業の販路拡大のためのマッチング事業、道内企業

の経営相談などで積極的に協力いただいている。特に本COC＋プロジェクトでは金融機関の行

員向けの目利き塾で、ものづくりの実体験をしていただき、道内のものづくり企業の新技術・新

商品に対する金融機関の目利き判断の一助となるよう人材育成も行っている。

４．オール北海道の取り組み

ここでは大学・高専が中心となり、さらにそれに加えて、地域企業・行政・金融機関が一体と

なってオール北海道の取り組みを始めている。道内企業の発展が北海道の発展であり、ひいては

地域の人口減少に歯止めをかけることに寄与するものと考えられる。その実現には地域企業の皆

様との協力が欠かせないものとなっている。企業一社では取り組めないイベントも本組織を通し

ていくことにより実現可能となり、学生と地域企業の距離が近づいていくことになる。このプロ

ジェクトは、文部科学省の補助金事業としては平成３２年３月に終了となるが、北海道の発展のた

め終了以降も継続して事業を進め、地域企業の皆様・行政・金融機関と各学校が協働して、自立

した事業スキームの確立をしていかなければならないと考えている。

【COC＋プロジェクトに関するお問合せ先】
室蘭工業大学 COC＋札幌連絡所 札幌市中央区大通西４丁目１番地新大通ビル５階
TEL：０１１‐２０６‐６９３１ FAX：０１１‐２０６‐６９３２ Email：coc@mmm.muroran-it.ac.jp
担当 熊谷
※担当外出中の場合は電話が通じません。不在時はお手数ですがEmailでご連絡ください。
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経済コラム 北斗星

「北極海航路」時代への夢を抱いて
北極海航路への関心を抱いて、もう７、８年になろうか。「北極海航路」という言葉が、新

聞紙上等で時折目にするようになったころ、当時の金融庁長官畑中龍太郎氏（現コロンビア

特命全権大使）から、「北極海航路に対する関心が高まってきている。北海道は、ハブ港の

候補として地理的に優位性があると思うので勉強してみてはどうか」との話があった。そし

て、２０１２年４月、稚内市で「宗谷国際海峡フォーラム」が開催された折には、畑中金融庁長

官、山縣国土交通省港湾局長（いずれも当時）などが出席され、北極海航路の将来性等につ

いて議論が行われた。この会議には私も出席し、以後、北極海航路に対する私の関心はます

ます強くなった。

地球温暖化の影響により北極海の海氷域が年々後退し、夏季や砕氷船の誘導によって北極

海が北欧とアジアを結ぶ最短の航路（スエズ運河経由の航路と比較して、上海で２割、釜山

で３割、苫小牧で４割の距離が短縮）として注目されはじめた。１９９６年には、北極圏に領土

を持つ８か国により「北極評議会」が創設（本会議には、２０１３年、日本も中国や韓国などと

共にオブザーバーとしての参加）、北極海の環境保全、先住民族の保護などが討議されてき

た。こうした流れの中で、北極海航路の商業運航としての利用に対する各国の関心は一段と

高まり、ロシア、ドイツ、中国などが商船の試験的運行を試みている。我が国では、２０１４年

７月、商船三井が北極海を通行する定期航路に乗り出すとの報道もあった（同年７月９日付

日本経済新聞）。これまでの試験的運行では、北欧、ロシアの鉄鉱石、石炭、原油、天然ガ

スなどの鉱物資源の輸送が主体であったが、定期航路が開始となれば、将来はコンテナによ

る一般貨物の輸送も大いに期待されるところである。

こうした状況下、私が代表幹事を仰せつかっている「北海道経済同友会」では、昨年６月

に「北極海航路研究ワーキング」（座長は、北海道二十一世紀総合研究所の中村栄作社長）を

立ち上げ、本年８月に「北極海航路を通じた発展戦略への提言」と題して１年間の研究成果

を中間報告として公表した。本ワーキングは、北海道大学の大塚夏彦教授（北極域研究セン

ター）、寒地港湾技術研究センターの川合紀章代表理事理事長（国土交通省）など、この道

の専門家を顧問としてお迎えし、北極海航路に占める北海道の地理的優位性と同航路の活用

が北海道にとって新たな成長戦略となることを示したものとして高く評価される。

さらに、北海道庁もかねてから北極海航路の研究に取り組んでおり、本年８月には、ロシ

ア、フィンランドを対象として現地視察団を組成した。本視察団（団長は荒川裕生副知事）

には総勢１３名が参加し、私も経済同友会として視察団の一員に加わった。モスクワ、ムルマ

ンスク（ロシアの北極海第一の港湾都市）、ヘルシンキで港湾施設や砕氷船を見学、関係機

関、船会社などを訪問し意見交換を行った。今回の視察で得た成果は極めて大きい。北欧、

ロシアともコンテナ輸送時代を迎えるには、港湾設備の現状等から見てなお時間を要すると

の印象を持ったが、このことは我が国における準備にもまだ時間的余裕があることを示して

いる。北極海航路に対する期待は、高まる一方である。

（平成２８年９月４日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 ９４．８ △２．６ ９７．４ △１．０ ９５．６ △０．５ ９６．３ △１．２ １００．６ △３．３ １０６．８ １．８

２７年４～６月 ９５．２ △２．０ ９８．０ △１．３ ９７．１ ０．０ ９６．９ △１．３ １０２．１ △４．６ １１３．９ ０．５
７～９月 ９５．４ ０．２ ９７．０ △１．０ ９５．７ △１．４ ９６．２ △０．７ １０１．３ △０．８ １１３．３ △０．５
１０～１２月 ９４．２ △１．３ ９７．１ ０．１ ９４．９ △０．８ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ １１２．７ △０．５

２８年１～３月 ９３．３ △１．０ ９６．１ △１．０ ９２．９ △２．１ ９４．７ △２．０ １０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４
４～６月 ９３．１ △０．２ ９６．３ ０．２ ９２．３ △０．６ ９４．９ ０．２ r１０３．６ ０．１ １１３．９ △１．３

２７年 ７月 ９５．１ △０．６ ９７．４ △０．９ ９６．５ △１．５ ９６．２ △０．６ １０２．６ ０．５ １１３．２ △０．６
８月 ９６．６ １．６ ９６．７ △０．７ ９５．７ △０．８ ９６．４ ０．２ １０２．６ ０．０ １１３．４ ０．２
９月 ９４．５ △２．２ ９７．０ ０．３ ９４．８ △０．９ ９６．１ △０．３ １０１．３ △１．３ １１３．３ △０．１
１０月 ９４．６ ０．１ ９８．２ １．２ ９４．５ △０．３ ９８．６ ２．６ １００．９ △０．４ １１１．９ △１．２
１１月 ９４．４ △０．２ ９７．１ △１．１ ９５．５ １．１ ９６．２ △２．４ １００．３ △０．６ １１２．３ ０．４
１２月 ９３．７ △０．７ ９５．９ △１．２ ９４．７ △０．８ ９４．９ △１．４ １００．３ ０．０ １１２．７ ０．４

２８年 １月 ９３．２ △０．５ ９８．３ ２．５ ９２．４ △２．４ ９６．８ ２．０ １０３．０ ２．７ １１２．４ △０．３
２月 ９２．６ △０．６ ９３．２ △５．２ ９０．７ △１．８ ９２．８ △４．１ １０３．３ ０．３ １１２．２ △０．２
３月 ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ １０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 ９３．９ △０．３ ９７．２ ０．５ ９３．９ △１．９ ９６．０ １．６ １０５．０ １．４ １１３．４ △１．７
５月 ９０．１ △４．０ ９４．７ △２．６ ９０．２ △３．９ ９３．５ △２．６ １０２．９ △２．０ １１３．９ ０．４
６月 r ９５．４ ５．９ ９６．９ ２．３ ９２．８ ２．９ ９５．１ １．７ r１０３．６ ０．７ １１３．９ ０．０
７月 p９５．３ △０．１ ９６．５ △０．４ p９３．７ １．０ ９５．８ ０．７ p１０２．４ △１．２ １１１．２ △２．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３

２７年４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２３ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８９ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ ３１，６５１ ３．５
４～６月 ２２８，３０５ ０．６ ４７，１１０△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ ３１，７９０ ０．９

２７年 ７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ １５，４５６△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ １０，４４３ １．９
５月 ７７，１５２△０．６ １５，９７８△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ １０，８５４ △０．１
６月 ７５，６２９ １．３ １５，６７５△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ １０，４９２ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ １７，２１０ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ １１，０４５ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，６７０ ９．０ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５８ ２．０

２７年４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，６９３ ５．１ １３，３８１ １２．４ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ １３，５８２ ８．５ ２５，３３１ １．８ ７，２９５ ２．０
４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ １４，１８２ ６．０ ３６，６８３ △０．１ ８，８１６ ０．８

２７年 ７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，５８３ ８．０ ４，７０９ ７．６ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３６１ １１．０ ４，６７５ ９．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．７
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，１００ ９．３ ４，３４２ ６．５ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１６１ １１．１ ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８ △３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ ４，６９８ ６．８ ９，４６８ △１．３ ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ ４，６２５ ９．５ １１，６８２ ０．０ ２，９４９ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ ４，７９４ ３．８ １４，０１１ １．５ ３，１４８ △１．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ ４，７６３ ４．９ １０，９９０ △２．３ ２，７１９ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ ４，９８５ ５．９ １１，５１１ △１．１ ２，９３５ ３．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６

２７年４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２３１ ６．５ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９４０ ３．９ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４

２７年 ７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ p １４３ １０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，２７８ △１．６ １０１，８３８ ４．１

２７年４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５

２７年 ７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △２０．６ ７，８０４ ５．２

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１

２７年 ７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４
６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．４
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３

２７年 ７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ － ３．０

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 ９６．３ ０．０ ９６．５ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年４～６月 １００．２ △０．４ １００．２ ０．２ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １００．２ △０．５ １００．１ △０．２ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １００．１ △０．７ １００．１ △０．１ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２８年１～３月 ９８．７ △０．８ ９９．５ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６

２７年 ７月 １００．３ △０．４ １００．１ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １００．２ △０．４ １００．１ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １００．２ △０．６ １００．１ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １００．２ △０．６ １００．１ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １００．２ △０．５ １００．１ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 ９９．９ △０．７ １００．０ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 ９８．８ △０．８ ９９．５ △０．１ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 ９８．６ △０．６ ９９．４ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 ９８．８ △０．９ ９９．５ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．８ △０．４ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 ９９．４ △０．８ ９９．９ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年１０月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７９ １．８ ７４１，１７４ △０．７ １，１３２，７６３ △１６．１ ７５２，０４８ △１０．３

２７年４～６月 １１４，６５１ ５．１ １８７，９１３ ６．７ ２９７，６５７ △１．５ １９１，２５９ △５．３
７～９月 １３５，７８７ １７．４ １８９，５６４ ３．７ ２９９，４７８ △７．４ １９９，０６６ △５．９
１０～１２月 １２７，１８６ △０．３ １８８，５７８ △４．６ ２８９，１４０ △２２．８ １９０，０１６ △１３．９

２８年１～３月 ９９，５５５ △１４．３ １７５，１１９ △７．９ ２４６，４８８ △２９．４ １７１，７０７ △１５．７
４～６月 ９３，７２７ △１８．２ １７０，０６７ △９．５ r １９４，７１３ △３４．６ r １５５，３８３ △１８．８

２７年 ７月 ５３，５７５ ４２．５ ６６，６２９ ７．６ １０７，７１８ ３．９ ６９，２４３ △３．３
８月 ４２，３５９ ２１．１ ５８，８０２ ３．１ １００，２０８ △５．１ ６４，４７７ △３．２
９月 ３９，８５２ △７．６ ６４，１３３ ０．５ ９１，５５２ △１９．７ ６５，３４６ △１１．０
１０月 ４５，４７５ ６．９ ６５，４１３ △２．２ ９１，２０１ △２０．１ ６４，３６５ △１３．４
１１月 ３８，９０１ △３．５ ５９，７８７ △３．４ ９０，９１０ △２７．５ ６３，６６２ △１０．２
１２月 ４２，８１０ △４．２ ６３，３７８ △８．０ １０７，０２９ △２０．７ ６１，９８９ △１８．０

２８年 １月 ３３，３９８ △２３．６ ５３，５１４ △１２．９ ８５，８２７ △３２．９ ５９，９９１ △１７．８
２月 ３０，９７９ △３．７ ５７，０３７ △４．０ ７５，４６４ △２８．６ ５４，６３８ △１４．２
３月 ３５，１７８ △１２．７ ６４，５６８ △６．８ ８５，１９６ △２６．４ ５７，０７７ △１４．９
４月 ３４，０７８ △２０．６ ５８，８９１ △１０．１ ６４，９９２ △３６．５ ５０，６８５ △２３．３
５月 ２８，４８８ △１６．５ ５０，９１８ △１１．３ ７０，６１４ △３０．５ ５１，３４７ △１３．７
６月 ３１，１６２ △１７．２ ６０，２５８ △７．４ r ５９，１０７ △３６．９ r ５３，３５１ △１８．７
７月 ２８，７４３ △４６．４ ５７，２９２ △１４．０ p ６０，０９４ △４４．２ p ５２，１５５ △２４．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０６ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，２９１ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８

２７年４～６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７～９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７３９ ３．４
１０～１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２

２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９５ ２．４

２７年 ７月 １４７，６５０ ２．２ ６，７１０，４２９ ４．５ ９４，４２７ １．９ ４，５０８，４５２ ３．８
８月 １４８，２４９ １．９ ６，７０６，８７５ ４．１ ９４，５２４ １．６ ４，５１３，２６２ ３．７
９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７３９ ３．４
１０月 １４７，６５８ ２．８ ６，７０３，３９１ ４．０ ９５，００６ １．７ ４，５３７，６０９ ３．６
１１月 １４７，６７５ １．１ ６，７７０，４８３ ３．５ ９５，５７３ １．８ ４，５６２，３５８ ３．３
１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２

２８年 １月 １４８，０４１ １．６ ６，７４４，０７３ ２．９ ９６，３３３ ２．０ ４，６０１，４１３ ３．５
２月 １４７，６３７ ０．７ ６，８４８，３１７ ３．９ ９６，１９２ １．７ ４，５８８，３７３ ２．９
３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４月 １５１，１９８ ２．５ ７，１１６，９７７ ６．０ ９６，３０１ ２．７ ４，６０３，７５７ ２．９
５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７
６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９５ ２．４
７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３

資料 日本銀行
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